
収納管理WT議事（令和７年４月３０日～令和７年５月７日開催）

修正方針（事務局案）への回答
ご回答の理由・詳細など

（事務局からの質問に対する回答もこちらに記載）

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図

税制改正による標準仕様書見直し

1 制度改正 特になし。
地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

2
地方団体、

事業者から

の意見

収納管理や他業務の帳票要件における口座名義人カナについて、税目間で定義揺れが

あるため、基本データリストに合わせる形で半角30桁で統一していただきたい。

● ● ● ●

0140031

0140032

0140035

0140039

0140041

0140043

0140076

0140149

口座振替開始（変更）通知（汎用紙）

口座振替開始（変更）通知（圧着はがき）

口座振替済通知書（圧着はがき）

口座振替不能通知

再振替のお知らせ（汎用紙）

再振替のお知らせ（圧着はがき）

還付充当通知書_2枚出力

還付充当通知書_1枚出力

口座名義人 全角30桁

口座名義人 全角15/2桁

口座名義人 全角30桁

口座名義人 全角30桁

口座名義人 全角30桁

口座名義人 全角15/2桁

口座名義人 全角30桁

口座名義人 全角30桁

口座名義人 半角30桁

口座名義人 半角15/2桁

口座名義人 半角30桁

口座名義人 半角30桁

口座名義人 半角30桁

口座名義人 半角15/2桁

口座名義人 半角30桁

口座名義人 半角30桁 報告 基本データリストの型に合わせるため。

ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：半角に統一で問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案通り修正する。

3
地方団体、

事業者から

の意見

■対象帳票

・帳票ID0140149（還付充当通知書_1枚出力）

・帳票ID0140076（還付充当通知書_2枚出力）

■対象仕様書

・諸元表・帳票印字項目

・項番26（過誤納の詳細）（納付すべき額（本税））から項番37（過誤納の詳細）

（納付済額の各期別合計（延滞金））

■要望内容

備考に「・法人住民税の場合は出力不要」とあるが、法人住民税ではなく、個人住民

税における特別徴収分に関しての記載ではないのか

● ● ●
0140076

0140149

還充当通知書_2枚出力

還付充当通知書_1枚出力

項番26~37 備考

・法人住民税の場合は出力不要

項番26~37 備考

・個人住民税の特別徴収分においては、アスタリスク表示など印字省略することも可とする。

報告
複数の事業者へ確認したところ、法人住民税については出力しているこ

と及び特徴の場合は省略するケースがあること確認したため。

ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：変更後の内容で問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案通り修正する。

4
地方団体、

事業者から

の意見

納付書のel番号について帳票間で定義揺れがあるため、修正する。

● ● ● ● 0140129など

納付書など シート「el番号」に修正内容を整理しております。

修正案は別紙05および別紙06をご確認ください。

報告

納付書のel番号について帳票間で定義揺れを解消するため。 ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：修正案のとおりで問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：O列「シート「el番号」に修正内容を整理しております。」について、

①シート「eL番号」の項番1及び2の「0140129 口座振替不能通知兼納付書（専用紙）」は、「0140038」が正しい帳票

IDではないでしょうか？

②シート「eL番号」の項番1及び2の「0140106 督促状兼納付書（個人住民税・森林環境税）（専用紙）」は、「督促状

兼納付書（軽自動車税）（専用紙）  」が正しい帳票名ではないでしょうか？

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案通り修正する。

（帳票IDの誤植については指摘の通りである。）

6
地方団体、

事業者から

の意見

還付請求書（郵送）において、

 １．支店名欄の数字入力欄

  金融機関名欄は、数字を入力するための"□"がありますが

  支店名欄においてはそれがないため、追加していただきたい。

２．支店名欄の選択肢

  選択肢に、「１ 本 店」、「２ 支 店」しかありません。

  出張所等の場合が考慮されていないため、「３（  ）」を追加していただきた

い。
● ● ● 0140080

還付請求書（郵送） 修正案は別紙06をご確認ください。

報告 他項目との平仄を合わせるため。

ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：選択肢を追加いただいて問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案通り修正する。

7 ●●●●

口座振替不能通知兼納付書（専用紙）

督促状兼納付書（個人住民税・森林環境税）（専用紙）

督促状兼納付書（軽自動車税（種別割））（専用紙）

督促状兼納付書（固定資産税・都市計画税）（専用紙）

納付書

納付書 （送付先付）

0140038

0140104

0140106

0140107

0140129

0140130

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正年度 施行日 分類 改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類
ID 要件名 要件（変更前） 要件（変更後）

（収納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

新規 （E市）：

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：前提として、額が確定している場合とは納税通知書が発行されている状況であり、通常の収納処理で対応される

と想定されることから、額の確定が確実な場合に限定します。

③額の確定が確実な場合で予定納税することは、きわめて稀であり代替手段も存在するためシステムでの対応は不要と考え

ます。

④住民税の予納機能は金額を算定して納付書を印刷する機能であり、収納を受けることは想定されていない（機能

ID0100354の納付書はどこに収納する想定なのかも不明（財務会計システムの歳計外？））のため、住民税に限って管理す

る意味はなく、全税目を収納側で対応することが適当と考えます。なお、予納金額の情報は連携されず、通常の賦課計算の

機能で金額を算出できることから賦課側に予納金額を算出する機能は不要ではないかと考えます。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

税務システム標準仕様書「0090005_9_帳票印字項目・諸元表_014収納管理」＞「納

付書」＞「領収書部分（全期前納・期別納付書用）」の項番20「加入者名」と項番21

「口座番号」は実装必須項目となっておりますが、「009005_10_帳票レイアウト

_014収納管理」＞「納付書」に示された「領収証書 マル公／カク公」の図のうち、

カク公の図には加入者名や口座記号番号は表示がございません。

①「帳票印字項目・諸元表」で実装必須項目となっていることが誤り

②「帳票レイアウト」での図示漏れ

③その他（カク公の場合は標準オプション項目だが備考欄への記載漏れ、等）

のいずれでしょうか。

領収証書にどのように表示することが望ましいかを含めてご教示願います。

地方団体、

事業者から

の意見

検討分類 修正事由 確認事項 修正方針（事務局案）

（E市）：①申出に関しては賦課担当課で管理しており、収納担当課では納付された情報を納付書を保管して管理しいてい

る。

②調定処理が行われるまでは一時的に他税目で収入として受け取り、調定処理が完了したタイミングで充当している。

③収納管理としては申出を管理する必要がなく、賦課側で対象者に納付書発行等を対応するためには有効だと考える。

④収納側で予納情報を管理しても最終的には賦課側が予納情報をキャッチできなければ納付書準備等の対応ができないため

収納管理よりは賦課のシステムで管理すべきと考える。

（K市）：①②回答例に同じ

③eLTAXからの連携については、当市の予納件数から考えると特段必要ではない。

④仮に連携することになる場合、個人住民税のみまたは税目横断的いずれかに関する意見はなし。また機能要件についても

提示案のとおりで問題なし。

（C市）：本市では地方税の予納の実績が無いため、回答できません。

（I市）：①収納管理システム内での管理は出来ない。台帳・エクセル等でシステム外管理となる。

②回答例にならう処理になると考えられる。会計外として収入金を管理し、課税決定後に消込を実施する運用が想定され

る。

③eLTAXから連携することとなった場合、日次の取込・消込処理において混乱が生じるかもしれないと考える。発生の可能

性があるのであれば、機能として必要であると考えるが使用しないことが想定される。

④個人住民税だけでなく他の税目についても発生の可能性があると考える（国民健康保険税など）。

（B市）：➀地方税の予納の申出があった場合、システムで管理することを想定しているが、事例はない。

➁地方税の予納の申出があった場合、年度が切り替わるまで調定処理（税額計算）できないため、一時的に歳計外の収入と

して受け取り、調定処理（税額計算）ができるようになったタイミングで調定を立て、公金振替処理により消し込むと想定

している。

➂地方税の予納の申出事例がないため、eLTAXから連携する必要は無いと考える。

④想定のとおり、収納管理に予納情報を管理する機能を追加し、かつ、賦課側で予納額を計算する機能を定義されると良い

と考える。

（E市）：左記のとおり。

（K市）：①氏名・住所を手入力で請求者（共有者）名に変更し発行している。

②①の運用を想定しているため選択機能は必須でなく、標準オプション機能で問題なし。

（C市）：

（I市）：

（B市）：①請求者の宛名に変更して発行する。

②必須である。

 要件の記載は、「共有宛名の納税証明書を発行する際の代表者氏名及び住所は、共有者全員の宛名から選択して発行でき

ること。」で良いのではないでしょうか。

（J市）：

（F市）：

（H市）：②代表者ではない共有者にも課税通知が発送されその共有者が納税する場合があることから、代表以外の共有者

の名前で納税証明書が発行できることは必須機能ですが、宛名情報をつかうのではなく手動で住所・氏名を変更できるだけ

でも法的には問題なく、事務局のご指摘のとおり便利機能であるため、ベンダの自由裁量の部分であると考えます。

（D市）：①現行ではシステムで宛名を変更することができないため、変更せず発行しています。

②現状当市では名寄帳は宛名変更して発行できるようになっており、標準仕様でも同様であるならば、同一課内の係によっ

て発行される帳票に差異が無いようにするためにも必要と考えます。固定資産税システム上当該機能が実装必須であるなら

ば、同様に実装必須とすべきと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

（E市）：ゆうちょ銀行の定めるマル公の作成基準には「各票（３票）上部に、口座番号・加入者名欄を隣接して設欄」と

なっています。

（K市）：マル公の領収証においては「加入者名」「口座番号」は必須と考える。

（C市）：ゆうちょ銀行の場合、納付書審査が大変厳しく、融通も聞かないため、マル公の領収書において「加入者名」と

「口座番号」を標準オプションとする場合、事前にゆうちょ銀行に必須項目では無いかの確認をお願いしたいです。

（I市）：

（B市）：現様式では、納入済通知・原符・領収証書の全てに加入者名と口座番号を記載しています。

取扱者（ゆうちょ）が必須としていないのであれば、領収書において必須ではない旨の記載をされても良いとは思います

が、現行のとおり全てに記載があることが望ましいと考えます。

（J市）：

（F市）：

（H市）：機能的に考えれば納税者に渡し金融機関の手元に残らない領収書部分に記載されている必要はないと考えます。

ただし、ゆうちょ銀行の決め事なのでそちらに確認していただきたいと思います。また、どのようになるにしても済通等の

含め本項目はプレ印字可として、オプション項目に変更すれば対応可能であるため、そのように修正することが適当と考え

ます。

（D市）：現状の運用として、法人市民税のみ記載欄はあるものの記載なし（空欄）で使用しており、その他の税目につい

ては印字している状況であるため、マル公についても必須ではないものと認識しておりますが、以前からそのように運用し

ているため、実際の基準については郵便局に確認しなければ不明です。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

納税証明書

納税証明書へ延滞金、督促手数料（以下、「延滞金等」という。）の印字については、自治体により運

用が分かれるところ、督促手数料や延滞金を含む金額を記載することを妨げるものではないとこれまで

のWT等で整理しておりました。しかし、納税証明書へ延滞金等を印字するべきとの意見もございま

す。そこで、督促手数料や延滞金を含む金額を記載する運用をとる自治体においては、備考欄に督促手

数料や延滞金を含む金額である旨を記載することを必須とするため、左記の案通り改定予定ですが、よ

ろしいでしょうか。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：修正案に同意する。

（K市）：意見なし

（C市）：本市は延滞金等を記載する予定は無いが、記載できるようになることは問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：本件は、法の趣旨により民間との競合をきちんと判明させるため、延滞金等の記載を必須とするべきというもの

であり、事務局案は不十分です。

（D市）：問題ありません。

（A市）：問題ございません

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

新規 新規 修正案は別紙03をご確認ください。

H市が例として記載している要件については、事前にAPPLICへ確認した際に、対応不可能という回答が6社中3者

あったので実現は難しいと思われる。

また、H市記載の要件を追加する場合、「督促手数料及び確定延滞金（以下、「確定延滞金等」という）の滞納があ

る場合は備考欄に確定延滞金等の滞納額を記載する」という要件を、機能要件に実装必須機能として追加が必要と

なる。

さらに、構成員・ベンダへの確認したが延滞金等を印字している団体は確認できず、本WTでも延滞金等の印字を求

める機能を追加してほしいとの意見がない。

加えて、標準仕様書上は延滞金等を含む金額を印字することを妨げるものでもないため、延滞金等を含む金額を印

字することは可能である。

以上を踏まえて、

➀延滞金等を印字を求める意見はH市のみであること

②現行の仕様では延滞金を含んだ金額の印字で対応できることから

H市の意見は受け入れない方針とする。

なお、ベンダから文言制御の意見「確認事項（R列）に"督促手数料や延滞金を含む金額を記載する運用をとる自治

体においては、備考欄に督促手数料や延滞金を含む金額である旨を記載することを必須とする"とありますが、団体

により文言の印字/非印字の制御ができるような実装を想定されているでしょうか。

想定されていない場合、督促や延滞金に関する記載を嫌がる住民もいることから、当該文言の印字を望まない自治

体もいると想定しておりますので、上記制御が必要と考えます。」が来ているが、納税証明書へ延滞金等を印字す

るべきとの意見をもとに改定していることから、制御はしないことを想定している。

➀全団体で、事務局の案通りの運用、もしくは、宛名変更ができないので前提での運用となっている。

②必ず必要としているのは2団体のみ。

➂実装できないと回答しているベンダあり。

④どのベンダも追加するのであればオプション機能と回答している。

これらを踏まえて、標準オプション機能として追加する。

なお、意見の通り、共有区分が一般共有もしくは相続共有の場合を対象とする

新規 修正案は別紙03をご確認ください。 要検討  「地方税の予納の申出」の電子化に伴う、税務システムへの影響を検討

するため。

➀地方税の予納の申出があった場合、申出情報をどのように管理していますか。

【回答例】

システムではなくExcelで管理している。

➁地方税の予納の申出があった場合、調定処理（税額計算）から消し込み処理までどのような運用（想

定運用）となっておりますでしょうか。

【回答例】

年度が切り替わるまで調定処理（税額計算）できないため、一時的に歳計外の収入として受け取り、調

定処理（税額計算）ができるようになったタイミングで調定を立てて消し込んでいる。

➂地方税の予納の申出情報を、eLTAXから連携する機能の必要可否または実現可否を理由と併せてお答

えください。

④個人住民税では機能ID:0100351～0100354にて予納に関する機能を設けております。

そこで、仮に予納情報をeLTAXから連携する機能を追加する場合、予納に関する機能がある個人住民税

にだけ定義するべきか、もしくは、eLTAXの手続き上は全税目申請可能であるため、収納管理に定義し

税目横断的に管理できるようにするべきかご意見をお聞かせください。

なお、収納管理で定義する場合、そもそも予納情報を管理（登録・修正・削除）する機能がないので、

収納管理で予納情報を管理する機能を追加し、かつ、賦課側で予納額を計算する機能を定義することに

なる想定です。収納管理で定義する場合の機能要件（案）は別紙03を参照ください。

➀システム管理をしていると回答した団体は０

②事務局案以外の運用はなし。

③必要：3団体

不要：4団体

未回答：3団体

④収納管理で定義：7団体

賦課側（横断的に管理）で定義：１団体

未回答（有効回答以外）：2団体

意見が来ているわけではないが、案通り収納で定義した場合に、下記の通り課題があることが分かった。

・予納情報を管理する機能（eLTAXとの連携含む）を収納、予納額を計算する機能、その計算に基づき納付書を発

行する機能を課税システムと整理すると、収納と課税システム側の連携に関する要件を追加する必要が出てくる。

・そこで、予納に関する一連の機能を収納にすべて寄せるという考えもあるが、この場合、課税計算ための情報が

収納側に課税システム側から連携されていないことから、予納額を計算する機能、その計算に基づき納付書を発行

する機能を実現できない。

こちらを踏まえて、すでに予納に関する機能が定義されている個人住民税側に予納情報をeLTAXから取り込む機能

を追加する方針とする（収納側では、予納に関する一連の機能は追加しない）。

なお、個人以外の税目は予納に関する機能はないが、これは過去に、必要という意見がなかったためと思われ、予

納申請の電子化を契機に個人以外の税目で予納に関する機能を追加する必要性も低いことから、個人住民税にだけ

追加することとしている。

マル公の領収書において「加入者名」と「口座番号」の印字が必須であるかどうかは団体によって異なる。

正確な情報はゆうちょに確認する案も考えられるが、

・そもそもどの管轄の意見に連絡すればいいか検討が必要

・C市、複数ベンダの意見通り、管轄（所属の貯金事務センター）によって指摘が異なる可能性が高く、仮に全管轄

に確認しても、一律の定義を示すことができない懸念がある

また、そもそも改定することになった背景としては、諸元表上は加入者名や口座記号番号が必須項目であるにもか

かわらず、カク公のレイアウト上定義されていないという不整合を解消するためという目的がある。

以上を踏まえて、マル公の要件を何らか修正する形ではなく、カク公の場合は印字は必須ではない旨を単に備考に

追記するだけとする。

（E市）：意見はありません。

（K市）：

（C市）：ゆうちょ銀行からいただいた「納税通知書等（マル公）の各標に設欄が必要な項目および内容」を見ると、各票

の上部に口座番号欄、口座番号欄・加入者名欄を隣接して設置してくださいとあるので、必須ではないかと思うのですが、

ゆうちょ銀行次第なため、確実なことはゆうちょ銀行に確認しないとわかりません。（なお、マル公は各地区ごとの審査と

なるので、全地域確認いただいた方が確実だと思います。）

なお、本市の場合、マル公の領収書において「加入者名」と「口座番号」を印字しております。

（I市）：ゆうちょ銀行による納付書様式への審査において、必要となっているものであると理解しています。

自治体側のみで要否を判断できるものではないと考えます。

（B市）：

（J市）：

（F市）：現状、マル公には記載あり。

カク公には記載なし。

（マル公のみ必須）

（H市）：□公〇公どちらも領収書部分には機能的には必須ではないという認識ですが、そもそも、ゆうちょ銀行の決め事

ですのでそちらに確認していただければと思います。

（D市）：U列に記載のとおり。

（A市）：問題ございません

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

R列「確認事項」に記載の通

り。

カク公においては、領収書への「加入者名」と「口座番号」の印字は必須ではないと認識しております

が、マル公の領収書においても同様でしょうか。

マル公の領収書においても「加入者名」と「口座番号」の印字が必須ではない場合、標準オプション項

目とし、レイアウトから削除予定です。

マル公の領収書において「加入者名」と「口座番号」の印字が必須である場合、カク公の場合は印字は

必須でない旨を備考に追記予定です。

カク公領収書の「加入者名」と「口座番号」の印字について帳票レイア

ウトと諸元表印字項目の不整合を解消するため。
要検討

要検討

自治体の構成員は➀②について、

事業者の構成員は➀②③④についてご回答ください。

➀意見元のケースように、共有宛名の代表者以外から納税証明書の請求があった場合、機能ID:0140365

を用いて納税証明書の宛名を当該請求者へ変更のうえ発行いただくことを想定しておりましたが、現行

運用（想定運用）はどのようになっておりますでしょうか。

➁『共有宛名の納税証明書を発行する際、代表者の宛名を代表者以外の共有者の宛名から選択して、当

該共有者を代表者として納税証明書を発行する機能』は必ず必要でしょうか。なお、当該機能は便利機

能とも思料されるところ、開発影響等も鑑み、5.0版で成案するとしても”標準オプション機能”を想定し

ております。

➂『共有宛名の納税証明書を発行する際、代表者の宛名を代表者以外の共有者の宛名から選択して、当

該共有者を代表者として納税証明書を発行する機能』を仮に要件化した場合における貴社製品への実装

可否とその理由をご教示下さい。

④➂で実現可能と回答している場合、対応可能な実装類型、適合基準日をご回答ください。

※標準オプション機能でのみ実装可能である場合、適合基準日については回答不要です。

【回答例】

・標準オプション機能であれば対応可能

・適合基準日が令和10年4月1日であれば実装必須機能でも対応可能。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：①代表者以外からの請求があった場合、代表者名で発行されることを説明し理解いただく。なお、そのような

ケースは最近では確認されず。

②便利機能としての機能があれば有用だが、使用頻度は低いため必ずしも必要ではない。

（K市）：意見なし

（C市）：①本市では物件の筆頭者にのみ納税証明書を発行しており、共有員からの請求は発行不可（委任状があれば発行

可）

②上記のため必須機能ではありません。

（I市）：①現行システムにおいて想定と同様の対応を実施している。

②現行システムにおいて対応を実施していることから機能として必要である。市民よりの要望は少ないが、必ず必要な機能

であり標準機能として記載されることを要望する。

（B市）：

（J市）：①そのような内容の申請を想定していなかった

②必ず必要ではない

（F市）：

（H市）：①事務の想定に同じです。

②『代表者として』の部分は必須ではありません。

③実装不可です。代替手段があり機能の重要性が乏しいため。

（D市）：U列に記載のとおり。

（A市）：①納税証明書の宛名を当該請求者へ変更のうえ発行

②標準オプション機能と考えます

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村及び事業者の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体ではない（有識者）ため、意見無し。決定事項に従う。

R列「確認事項」に記載の通り。

※WTの回答を以て要件を改定するため、別紙05には反映しておりません。

（要件の考え方・理由）

（中略）

督促手数料や延滞金を含む金額を記載する場合

は、備考欄に督促手数料や延滞金を含む金額であ

る旨を記載することも可とする。

（要件の考え方・理由）

（中略）

督促手数料や延滞金を含む金額を記載する場合は、備考欄に督促手数料や延滞金を含む金額である旨を記載することも可とす

る。

要検討 督促手数料や延滞金の印字に対応するため。1
地方団体、

事業者から

の意見

方針

（E市）：記載する場合、選択性とする必要がないため。

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：督促手数料や延滞金を含む金額を記載する予定は無いが、記載する場合は、案のとおり備考欄に督促手数料や延

滞金を含む金額である旨を記載することで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：地方税法の第二十条の十には「地方団体の⾧は、地方団体の徴収金と競合する債権に係る担保権の設定その他の

目的で、地方団体の徴収金の納付又は納入すべき額その他地方団体の徴収金に関する事項（中略）のうち政令で定めるもの

（以下略）」とあり、同法施工令第六条の二十一第１項第１号にて「一 請求に係る地方団体の徴収金の納付し、又は納入

すべき額として確定した額（以下略）」とあります。従って競合を判断するために確定延滞金（計算延滞金は除く。）等の

未納が存在する場合は帳票に記載する必要が法令上あります。法令どおり正しく運用したい自治体において、その運用を担

保するために確定延滞金等の印字をすることを前提に仕様は確定する必要があると考えます。仮に法の趣旨に反して確定延

滞金等を印字しない運用を認めるにしても、印字する・しないをユーザーが選択できる仕様にするべきです。これらの点を

考慮すると、例えば要件定義の文言は「督促手数料及び確定延滞金（以下、「確定延滞金等」という）の滞納がある場合は

備考欄に確定延滞金等の滞納額を記載すること。ただし、税額に確定延滞金等を含む金額を記載する場合は、備考欄に確定

延滞金等を含む金額である旨を記載することも可とする。また、確定延滞金等の金額はパラメータの設定により印字しない

ことも可とする。」が適当であると考えます。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

1 eLTAX 「地方税法令上に明文規定を有する申告・申請等手続のデジタル化対応に係る見積参

考資料（令和７年中対応分）」で示されている通り、「 地方税の予納の申出」が

eLTAXを通じて申請可能となる。

● ●

● ●

納税証明書について、帳票要件で「督促手数料や延滞金を含む金額を記載する場合

は、備考欄に督促手数料や延滞金を含む金額である旨を記載することも可とする。」

と定義されているが、督促手数料や延滞金を含む金額であることは備考欄に印字しな

ければならないとするべきではないか。

0140132

共有宛名における納税証明書の「代表者」の印字方法を確認するため。5
地方団体、

事業者から

の意見

共有宛名の場合の納税証明書においては、「代表者」の情報（氏名、住所）を共有者

から選択できる機能を追加していただきたい。

納税証明書の発行時には、デフォルトとして、「代表者 外●名」と表示されるが、

共有者から請求があった際に、代表者の氏名・住所が表示されてしまうため、氏名・

住所を手動で修正して発行しているため。

（例）

・代表者：Ａ 共有者：ＡとＢ 請求者：Bの場合

Ａ外1名→Ｂ外1名に手動で修正して発行

● ●



修正方針（事務局案）への回答
ご回答の理由・詳細など

（事務局からの質問に対する回答もこちらに記載）

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正年度 施行日 分類 改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類
ID 要件名 要件（変更前） 要件（変更後）

（収納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

検討分類 修正事由 確認事項 修正方針（事務局案）
方針

8
地方団体、

事業者から

の意見

還付充当通知書に、「納付があった日」及び「充当した日」を印字できるようにして

いただきたい。

● ● ● ●
0140076

0140149

還充当通知書_2枚出力

還付充当通知書_1枚出力

「納付日」、「充当日」を標準オプション項目として追加する。

修正案は別紙05をご確認ください。

要検討

現行運用で「納付があった日」及び「充当した日」を印字している団体

があるため。

還付充当通知書について、印字項目として「納付日」、「充当日」は必要でしょうか。

理由と併せてご教示ください。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：現在、印字していないので必要性は感じない。

（K市）：意見なし

（C市）：納付日等をシステムで調べる必要があるため、記載されればありがたいです。

（I市）：納付があった日：必要と考えます。還付加算金の基準日となる場合等、通知を受取る市民に示すことが望ましい

と考えます。

充当した日：通知の発布日（処理日）が、それに相当するという運用になる理解です。充当した日欄の追加については、必

要とする自治体もあると考えます。

（B市）：

（J市）：どちらかといえば必要

（F市）：現状、印字なしで運用している為不要。

（H市）：納付があった日は不要。充当した日はあった方がよいと考えます。

（D市）：納付日、充当日ともに必要。

（A市）：現行システムで「納付日」を印字して運用しているめ、印字されていたほうがよいと考えます。納付者視点でも

わかりやすいと考えます

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：「充当した日」は充当適状日でしょうか、充当入力年月日でしょか。充当入力年月日は内部処理の日であるため

印字する必要はない。充当適状日としても対象者に知らせる必要性を感じない。

（K市）：現行運用で「納付があった日」「充当した日」を印字していないため、不要。

（C市）：

（I市）：

（B市）：納付日は還付発生の事由説明のため必要、充当日は無くても良い。

（J市）：印字されていれば処理がどの日程に行われたのかが納税者にもわかるため

（F市）：

（H市）：納付日については、例えば税額更正で複数の期別が０円になり、各期別にそれぞれ複数の納付があった場合に、

各期別に納付日の詳細を記載することが難しいと考えられるため不要と考えます。充当した日については、充当行為が行政

処分に該当するため相手にその発生日（通知日＝充当日と割り切ることもできますが）を明示することが望ましいため必要

と考えます。

なお、修正案の充当日が「充当入力年月日」になっていますが、入力日ではなく充当した日が重要なので「充当日」が適切

だと考えます。

（D市）：納付日・充当日を表示することで、新たな過誤納を予防する効果を期待している。

また、分納している場合や、本人ではなく家族が納付した場合などに納付日を明記することで、納税者の混乱を防ぐことが

できる。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

・納付日

必要：6団体

不要・どちらでもよい：3団体

・充当日

必要：3団体

不要・どちらでもよい：9団体

納付日、充当日については自治体により希望が分かれている。

当初の案通り、標準オプション項目として追加する。

なお、充当日は、一枚の還付充当通知書で異なる日付になることがないため、行数（繰り返し）は1とする。

9
地方団体、

事業者から

の意見

下記のレイアウトと諸元表の不整合を解消していただきたい。

➀納付書（原符）の項番20「市町村 団体コード」は実装必須項目であるが、レイア

ウト上定義されていない

➁同様に納付書（原符）のレイアウト上は団体名が「○○〇〇〇市」で定義されてい

るが、諸元表上に同様の項目が見当たらない。

● ● ● ●

0140038

0140104

0140106

0140107

0140129

0140130

口座振替不能通知兼納付書（専用紙）

督促状兼納付書（個人住民税・森林環境税）（専用紙）

督促状兼納付書（軽自動車税（種別割））（専用紙）

督促状兼納付書（固定資産税・都市計画税）（専用紙）

納付書

納付書（送付先付）

➀団体コードをレイアウトに追加する。なお、団体コードは通常6桁であるため、諸元表「市町村 団体コード」の6桁2行

（12行）を6桁に修正する。

➁標準オプション項目で団体名を追加する（標準オプション項目であるため、レイアウトからは削除する）

修正案は別紙05および別紙06をご確認ください。

報告

帳票レイアウトと諸元表印字項目の不整合を解消するため。 ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：修正いただいて問題ありません。

（I市）：確認しました

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：ただし、プレ印字可にして頂けないでしょうか。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案の通り修正する。

H市の意見について、プレプリントは諸元表に定めがなくても、基本的に認めているため、特筆した対応は行わな

い。

ベンダから「①について、対応内容は問題ないです。ただ、必須項目をとなっていますが、オプション項目にでき

ないでしょうか。済通には収納機関番号5桁（団体コードチェックディジット無し）があり、いくつも同じような内

容があると、住民が混乱することも考えられるためです。」という意見があるが、本改定は諸元表とレイアウトの

齟齬をなくす目的であるため、要件の緩和は行わない。

10
地方団体、

事業者から

の意見

機能ID:0140388「作成する納付情報データは、過去３年度以内で保有し得る情報（同

一車両（同一の車両番号・車台番号）に紐づく全ての納税義務者の情報）から未納

（課税保留含む）が無いか等を総合判断し、「一車両・一データ」で移転した車両も

対象に、過年度の納付履歴から総合判断して納付情報データを作成する。

なお、現年度の課税分については、納期限前日までは「現に滞納がない」扱いとなる

点に留意して総合判断すること。」と記載されている。

この機能内容について、現行では、年度を指定せずに当該車両に未納や滞納がない車

両について、納付データが作成されているため、「3年度」と限定する必要はないと

思われる。

● ● 0140388

軽自動車税納付確認システム（軽ＪＮＫＳ）との連携 作成する納付情報データは、過去３年度以内で保

有し得る情報（同一車両（同一の車両番号・車台

番号）に紐づく全ての納税義務者の情報）から未

納（課税保留含む）が無いか等を総合判断し、

「一車両・一データ」で移転した車両も対象に、

過年度の納付履歴から総合判断して納付情報デー

タを作成する。

なお、現年度の課税分については、納期限前日ま

では「現に滞納がない」扱いとなる点に留意して

総合判断すること。

作成する納付情報データは、過去３年度以内で保有し得る情報（同一車両（同一の車両番号・車台番号）に紐づく全ての納税

義務者の情報）から未納（課税保留含む）が無いか等を総合判断し、「一車両・一データ」で移転した車両も対象に、過年度

の納付履歴から総合判断して納付情報データを作成する。

なお、現年度の課税分については、納期限前日までは「現に滞納がない」扱いとなる点に留意して総合判断すること。

要検討

最大車検更新期間３年間を前提として「過去３年度」と限定していた

が、登録するデータについては各団体が判断するもであるため。

O列「要件（変更後）」に記載のとおり修正予定ですが、よろしいでしょうか。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：問題ありません。

（K市）：

（C市）：修正いただいて問題ありません。

（I市）：確認しました

問題ございません。

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：問題ございません

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：問題ありません。

（K市）：当市では現行運用で「過去3年度」以内の未納がないことを要件としているが、同様の運用が可能なら問題な

し。

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

案通り修正する。

11
地方団体、

事業者から

の意見

納税証明書「納税義務者氏名（名称）」について、現行の桁数：１５/３だと、桁数

が不足する該当者が多く発生するため、桁数を増やしていただきたい。

● ● ●
0140132

納税証明書 納税義務者氏名（名称）

桁数：15/3

納税義務者氏名（名称）

桁数：50/2

報告

基本データリストの桁数に合わせるため。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：帳票ID：0140104等の督促状兼納付書や帳票ID：0140130の納付書（送付先付）の「送付先 氏名又は名称」、

「納税義務者氏名」及び帳票ID：0140114等の督促状の「氏名・名称」についても、桁数が不足する該当者が多く発生する

ため、納税証明書に合わせて桁数を増やしていただきたいです。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：案のとおりで良いと思うが、宛名で作成できる上限と〃であることが望ましいと考えます。

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

ベンダより、100桁は難しいと意見があるので、80桁とする（個人住民税が80桁であるため）。

なお、住所についても氏名と桁数を合わせるべきと意見が来ているので、住所も40/2桁とする。

12
地方団体、

事業者から

の意見

上記の納税証明書に併せて完納証明書も同様の修正を行う

● ● ● 0140136

完納証明書 納税義務者氏名（名称）

桁数：30/2

納税義務者氏名（名称）

桁数：50/2

報告

基本データリストの桁数に合わせるため。

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：同様に修正いただければありがたいです。

（I市）：確認しました

（B市）：

（J市）：

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：問題ありません。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：事務局案に賛同する。

（E市）：

（K市）：意見なし

（C市）：

（I市）：

（B市）：同上

（J市）：

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

#11納税証明書の80桁に合わせるため、完納証明書も80桁とする。


